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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 22,893 5.3 2,902 0.4 2,967 62.1 1,293 63.9
21年3月期 21,736 △5.3 2,890 △29.0 1,830 △47.6 789 △57.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 40.65 ― 3.1 5.8 12.7
21年3月期 24.80 ― 1.9 3.6 13.3

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 52,561 42,088 79.6 1,314.97
21年3月期 49,247 41,308 83.4 1,290.55

（参考） 自己資本   22年3月期  41,854百万円 21年3月期  41,077百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 4,756 △3,171 △107 9,513
21年3月期 4,122 △6,098 △1,291 8,209

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 1,273 161.3 3.0
22年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 1,273 98.4 3.1

23年3月期 
（予想）

― 20.00 ― 20.00 40.00 ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

12,272 15.5 1,756 42.7 1,742 57.8 838 111.4 26.33

通期 27,600 20.6 4,130 42.3 4,100 38.2 2,060 59.2 64.72

1



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、21ページ【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 32,808,683株 21年3月期 32,808,683株

② 期末自己株式数 22年3月期  979,644株 21年3月期  979,122株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 20,183 4.8 3,837 17.9 3,935 57.9 2,255 57.9
21年3月期 19,258 △3.7 3,254 △13.4 2,491 △34.3 1,428 △35.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 70.88 ―

21年3月期 44.89 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 50,086 44,296 88.4 1,391.70
21年3月期 47,332 42,749 90.3 1,343.07

（参考） 自己資本 22年3月期  44,296百万円 21年3月期  42,749百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

10,005 5.4 2,062 17.8 2,067 26.2 1,179 26.3 37.04

通期 22,500 11.5 4,638 20.9 4,650 18.2 2,652 17.6 83.32
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（１）経営成績に関する分析 

１．当期の概況 

(1）当期の業績全般の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部経済対策の効果による景気の持ち直しの動きが見られたものの、

一昨年来の世界的な景気後退の流れを受けて、雇用や所得情勢は低迷し、回復の兆候が感じられない状況となり

ました。 

食品業界においても、消費者の節約志向の高まりを背景として低価格品へと需要は傾き、価格競争が激しくな

るなど、引続き厳しい環境に置かれました。 

このような状況下、当社グループは世界最大規模の天然調味料メーカーとして、日本、米国、中国、台湾、フ

ランス及びベルギーを生産・販売拠点とする、「世界６極体制」を構築しております。この体制をもとに、当社

グループ製品の「おいしさ」「健康」「安全」を維持、向上させるとともに、更なる市場展開を推進して収益確

保に努めました。 

当社グループは昨年来、顧客のニーズをより的確に捉えるためにトップセールスを推し進め、かつこれにタイ

ムリーに応えるために、東京本社にもR&D機能を備えております。 

このような諸施策の結果、当連結会計年度の経営成績は、以下の通りとなりました。 

  

売  上  高 

 当社（アリアケジャパン㈱）の売上高は、全社一丸となった販売努力が奏功し、前期比 4.8%増（924百万円

増）の 20,183百万円となりました。業種別で見ると、即席麺向けが前期比 1.2%減少した一方で、加工食品向け

は 5.4%増加、また外食向けは 6.1%増加しました。 

 次に、連結子会社の売上高に関しましては、欧州子会社の売上増等により、前期比 9.4％増加しました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は、22,893百万円（前期比 1,156百万円増）となり、前期比 5.3%増加し

ました。 

  

営 業 利 益 

 当社の営業利益は、売上高増加に伴う営業利益の増加の他、減価償却の減少（前期比 221百万円減少）や、燃

料コストの減少（前期比 169百万円減少）などにも支えられ、前期比で582百万円増加（17.9％増加）の3,837百

万円となりました。 

 また、連結営業利益は、2,902百万円で、前期実績（2,890百万円）とほぼ同水準となりました。 

  

経 常 利 益 

 当社の経常利益は、営業利益の増加の他、デリバティブ評価益72百万円（前期は 827百万円の評価損を計上）

を計上したこと等により、3,935百万円（前期比1,443百万円増）と、前期比57.9％増加しました。 

 連結経常利益は、2,967百万円（前期比1,137百万円増）と、前期比で62.1％増加しました。 

 また当社の当期純利益は、2,255百万円（前期比826万円増）と、前期比57.9％増加しました。 

 連結当期純利益は、1,293百万円（前期比504百万円増）で、前期比63.9％増加しました。 

  

１．経営成績

（連結業績） （単位：百万円）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

平成22年３月期  22,893  2,902  2,967  1,293 40円65銭

平成21年３月期  21,736  2,890  1,830  789 24円80銭

伸び率 ％ 5.3 ％ 0.4 ％ 62.1 ％ 63.9   

（単体業績） （単位：百万円）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

平成22年３月期  20,183  3,837  3,935  2,255 70円88銭

平成21年３月期  19,258  3,254  2,491  1,428 44円89銭

伸び率 ％ 4.8 ％ 17.9 ％ 57.9 ％ 57.9   

アリアケジャパン㈱　（2815）　平成22年3月期　決算短信
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２．次期の見通し 

(1）次期の業績の見通し 

最近発表されている諸経済指標には、景気の回復を示唆するものも散見されますが、安定した経済成長を期待す

るには至らず、次期も依然として厳しい環境が予想されます。 

当食品業界に関しても、未来への不安が払拭できないまま、個人の消費性向は低い水準で推移するものと思われ

ます。 

このような状況下、当社グループは、自らの強みを遺憾なく発揮して、既存商圏の維持拡大と新規商圏の開拓を

進め、売上の増強に努めます。 
  
当社の競争優位の源泉として、次の３点があげられます。 

①米国、ヨーロッパを始め海外に５箇所の生産拠点を有する、グローバルエンタープライズです。従って、良質

で廉価な原料調達が可能となります。 

②コンピューター生産方式による大規模工場を確立しています。製造原価は規模に比例して逓減します。 

③45年の長い当社の歴史の中で、経験曲線が生きています。スキルや工程の「カイゼン」等が蓄積されていま

す。 

これらの利点によって、高品質な製品を安価で生産する仕組みが出来上がっております。 
  
当社はここ数年、全世界で200億円にのぼる設備投資を実行し完成いたしました。次期はこれらの設備を最大限

に活用し、上記の特色を生かして安定的な収益を確保すべく、全力を尽くします。 

つきましては、当社グループの次期見通しとして、連結売上高は当期比20.6％増の27,600百万円を、連結経常利

益は前期比38.2％増の4,100百万円を予定しております。 

また、単体売上高は、当期比11.5％増の22,500百万円を、単体経常利益は18.2％増の4,650百万円を見込んでお

ります。 

  

（連結業績の見通し） （単位：百万円）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

平成23年３月期  27,600  4,130  4,100  2,060 64円72銭

平成22年３月期  22,893  2,902  2,967  1,293 40円65銭

伸び率 20.6％ 42.3％ 38.2％ 59.2％ － 

（単体業績の見通し） （単位：百万円）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

平成23年３月期  22,500  4,638  4,650  2,652 83円32銭

平成22年３月期  20,183  3,837  3,935  2,255 70円88銭

伸び率 11.5％  20.9％ 18.2％ 17.6％ － 

アリアケジャパン㈱　（2815）　平成22年3月期　決算短信
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（２）財政状態に関する分析 

(1）当期の概況 

・ 当期の財政状態は、前期末に比して現金預金が2,506百万円増加、固定資産が863百万円増加する等により、

総資産は52,561百万円となりました。また、株主資本は、利益剰余金20百万円増加したこと等により41,932百

万円となりました。 

・ 営業活動によるキャッシュ・フローの収入は4,756百万円（前期比633百万円の収入増）となりました。 

・ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当期は定期預金の預入による支出1,202百万円、および設備投資による支出1,476百万円等があった結果、

3,171百万円（前期比2,926百万円の支出減）の支出となりました。 

・ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当期は、主として配当金の支出1,274百万円、および借入金の増加1,167百万円等により、107百万円（前期

比1,184百万円の支出減）の支出となりました。 

(2）次期の見通し 

・ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 事業環境は厳しいものの次期の売上・利益が予定通り達成され、収入は増加する見込みです。 

・ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 設備投資については、米国等での建設費用として約560百万円を予定しております。 

・ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 資本効率の向上や、株主還元の実施を行うことを目的に、弾力的に運用していく予定であります。 

 また、年間配当金は業績が順調に達成できる見通しから、現在の普通配当１株当たり40円を継続する所存で

あります。 

 以上の結果、次年度期末の現金及び現金等価物の期末残高は、当期末より増加する見込みであります。 

  （単位：百万円）

  前期 当期 増減  

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,122  4,756  633

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,098  △3,171  2,926

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,291  △107  1,184

現金及び現金同等物の増減  △3,410  1,304  4,714

現金及び現金同等物の期首残高  11,620  8,209  △3,410

現金及び現金同等物の期末残高  8,209  9,513  1,304

アリアケジャパン㈱　（2815）　平成22年3月期　決算短信
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(3）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 

（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の最重要政策のひとつとして位置づけております。従来より

業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、今後の経営環境ならびに長期事業展開に留意し、企業体質の強

化のための内部留保を充分行なっていくとともに、業績の伸長に合わせて、諸指標を勘案しながら収益を長期安

定的な株主配分として継続する方針としております。 

 具体的には株主の皆様の投下資本に対し、収益の安定的な配分を目的として、DOE（株主資本配当率＝

Dividend on Equity）をベースとした配当を実施していきます。 

 DOEは株主の皆様に配当率を直接的に担保するものとして有効であると判断しており、当社は2.5％を現在の指

標として、これ以上の配当を安定的に実現できるよう経営努力をしております。 

 内部留保金につきましては、当社の全世界戦略に基づく天然調味料事業の発展および収益のための投融資や、

自己株式取得の機動的・弾力的運用による株式価値向上等に備えることにより、企業内容の充実を図ってまいり

ます。 

 当期業績は連結ベースで当初計画には満たなかったものの、前年を上回る利益を達成することができました。

株主の皆様には、日頃のご支援ご鞭撻に感謝するとともに、今後の更なるご愛顧を祈念して、期末配当金として

前年同様１株あたり20円の配当を行うべく、本年6月の株主総会に諮る予定であります。 

この結果、年間配当金は１株あたり40円と、前年と同額となります。 

また次期の配当金につきましては、長期的に順調な利益計上を達成できることを勘案して、今回の普通配当１

株当たり40円を継続できるよう努力いたす所存であります。 

  

  H18年3月期 H19年3月期 H20年3月期 H21年3月期 H22年3月期

自己資本比率（％）  88.6  85.4  84.1  83.4  79.6

時価ベースの自己資本比率（％）  245.3  153.9  84.5  84.2  82.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年） 
 0.0  0.4  0.6  0.6  0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ  304.0  186.6  30.8  47.4  109.6
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企業集団の概況 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および連結子会社７社と非連結子会社２社により構成され、

主として天然調味料の製造販売を行っております。地域別には当社および国内子会社が３社、海外子会社が６社とな

っております。その各社の事業内容は次のとおりであります。 

アリアケジャパン㈱（連結財務諸表提出会社） 

 当社は、天然調味料の製造を行い主として国内の顧客に販売しております。 

国内子会社 

・㈱ディア．スープは、ナチュラルスープの製造販売を行い、製品を国内ユーザーに販売いたしております。 

・㈱エー・シー・シーは、当社より本社社屋の一部を賃借し、コンビニエンスストアを営業しております。 

海外子会社 

・ARIAKE U.S.A., Inc.は、天然調味料の製造を行い、この製品を米国内および海外ユーザーに販売するとともに当

社へ供給しております。 

・青島有明食品有限公司は、天然調味料の製造を行い、この製品を中国内および海外ユーザーに販売するとともに当

社へ供給しております。 

・台湾有明食品股份有限公司は、天然調味料の製造を行い、この製品を主として台湾および中国・東南アジアに販売

するとともに当社へ供給しております。 

・F. P. Natural Ingredients S.A.S.は、天然調味料の製造を行い、この製品を主として欧州地域のユーザーに販売

するとともに当社へ供給しております。 

・F. P. N. I. BELGIUM N.V.は、天然調味料の製造を行い、この製品を主として欧州地域のユーザーに販売すると共

に当社へ供給しております。 

非連結子会社 

・当社は、アリアケファーム㈱を平成17年８月９日に当社の農業事業を行うために、資本金15百万円（内当社持分 

 9.9％）で設立しております。 

・当社は、平成22年３月15日に、GLOBEAT USA, Inc.の100％親会社となりました。GLOBEAT USA, Inc.は、米国にお

いて外食産業に従事しております。  

 なお、決算短信提出日（平成22年５月13日）現在における当社グループの主な企業群の相関図は次のとおりです。

 
  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、天然調味料のリーディングカンパニーとして次の３点を経営理念としております。 

１．天然調味料の生産を通して、健康で豊かな食文化に寄与し、広く世界に貢献する。 

２．顧客第一主義を理念とし、時代のニーズに対応したより早く正確な事業展開を図る。 

３．事業を通じて株式価値の最大化を目指し、株主にとって絶えず魅力ある会社とする。 

 当社グループは、天然調味料の持つ「美味しく、健康に良く、使い易い」という特徴を十分生かした製品の開

発・成長に長年努力し、技術改革による製品の高品質化を行うとともに、特に安全衛生管理を万全の体制とし「食

の安全」を確保し、収益力向上に邁進してまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、投下資本に対するリターンの最大化を図ることにより、株主にとって魅力ある企業経営を行うため、中

期的にROE（株主資本当期純利益率）およびDOE（株主資本配当率）を主な経営指標としております。このため、当

社グループでは長期経営計画による着実な経営を行い、DOEを2.5％、ROEを長期的に12％をそれぞれ目標としてお

ります。 

  

  

３．経営方針
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(3）中長期的な会社の経営戦略  

 当社グループは、継続的に中長期的視野によって経営を行なっております。日本国内における食品業界は成熟

市場でありますが、天然調味料市場においては当社の諸施策により拡大が期待できること、また、その拡大に対

する国内原料が不足すること、更には世界的にこの事業の発展の可能性が高いこと等を経営戦略の基本としてお

ります。 

 この経営戦略に基づき、まず国内では九州第２工場の新増設を実施し、2007年4月から稼動しております。 

 海外では、米国（ARIAKE U.S.A., Inc.）、中国（青島有明食品有限公司）、台湾（台湾有明食品股份有限公

司）、フランス（F.P. Natural Ingredients S.A.S.）、ベルギー（F.P.N.I. BELGIUM N.V.）に子会社、工場を

持ち、「世界６極体制」を構築して最適地生産体制を実現しております。 

 更に、日本を含め世界的に急成長しているナチュラル・スープの製造販売を、㈱ディア．スープにおいて国内

外ユーザーへの拡販を図っております。 

  

中期的な会社の経営戦略のポイントは、 

     １．天然調味料専業メーカーから、総合調味料メーカーへ広く事業展開し、企業価値を高める。 

     ２．国内マーケットの徹底的追求による需要拡大と、世界マーケットの開拓を行なう。 

 ３．技術革新によって、世界のリーディングカンパニーに成長する。  

  

具体的には次の４点になります。 

 ① 少子高齢化が進行し縮小する食品マーケットで、総合調味料メーカーとして国内需要を喚起する。 

 ② 技術革新による積極的な設備投資と低コストで高品質な商品を実現する。 

 ③ 海外戦略を積極的に進める。 

 ④ 企業価値を高める有効な資本政策を実施する。 

  

 これらの長期ビジョンに基づいた年度計画の着実な業績の積み上げと収益基盤の確立により、長期安定的に株

主価値を向上させることが、当社に投資していただいている投資家に対しての責務と考え、当社の最終的な経営

方針としております。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、天然調味料事業が国内・海外とも、今後大きく成長する産業として、全世界に総額200億円

の設備投資を実行しています。必要資金は自己資金および外部からの借入金によってまかなっておりますが、こ

の事業を達成することが、広く食品マーケットに貢献し、当社グループの収益基盤の安定成長に寄与すると考え

ております。 

 従いまして、これらの諸施策により、企業価値を高めると同時に事業を安定的に運営するために、多くの友好

的な投資家作りを継続的に行なえるような資本政策を立案・推進いたす所存であります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,209,823 14,716,688

受取手形及び売掛金 4,551,662 4,839,007

有価証券 87,470 －

商品及び製品 1,439,447 1,466,383

仕掛品 442,564 477,646

原材料及び貯蔵品 1,889,528 1,523,951

繰延税金資産 105,499 160,229

その他 169,686 153,733

貸倒引当金 △10,022 △1,747

流動資産合計 20,885,660 23,335,892

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,695,650 19,618,002

減価償却累計額 △6,569,131 △7,330,835

建物及び構築物（純額） 11,126,518 12,287,166

機械装置及び運搬具 19,373,308 20,105,024

減価償却累計額 △12,762,939 △13,789,819

機械装置及び運搬具（純額） 6,610,368 6,315,205

土地 4,499,335 4,507,186

リース資産 － 6,100

減価償却累計額 － △84

リース資産（純額） － 6,015

建設仮勘定 2,365,977 1,099,246

その他 806,823 818,326

減価償却累計額 △693,056 △710,677

その他（純額） 113,767 107,648

有形固定資産合計 24,715,967 24,322,469

無形固定資産 88,427 125,598

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  2,035,486 ※1  3,265,645

長期貸付金 90,009 388,245

投資不動産（純額） ※2  557,386 ※2  551,318

繰延税金資産 291,678 －

その他 583,382 572,664

貸倒引当金 △265 △86

投資その他の資産合計 3,557,678 4,777,787

固定資産合計 28,362,072 29,225,855

資産合計 49,247,733 52,561,748
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,799,221 2,293,803

短期借入金 2,447,666 3,654,718

リース債務 － 977

未払法人税等 231,125 1,258,123

賞与引当金 146,800 152,517

役員賞与引当金 59,700 52,700

その他 1,916,545 1,688,315

流動負債合計 6,601,059 9,101,156

固定負債   

退職給付引当金 584,751 570,552

役員退職慰労引当金 280,355 281,474

リース債務 － 5,386

繰延税金負債 98,796 175,488

その他 374,535 339,454

固定負債合計 1,338,438 1,372,356

負債合計 7,939,498 10,473,513

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,095,096 7,095,096

資本剰余金 7,833,869 7,833,869

利益剰余金 29,041,642 29,062,185

自己株式 △2,057,727 △2,058,368

株主資本合計 41,912,879 41,932,782

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 70,337 635,334

繰延ヘッジ損益 － －

為替換算調整勘定 △905,512 △713,897

評価・換算差額等合計 △835,175 △78,563

少数株主持分 230,531 234,015

純資産合計 41,308,234 42,088,234

負債純資産合計 49,247,733 52,561,748
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 21,736,641 22,893,078

売上原価 ※1  14,781,415 ※1  15,711,386

売上総利益 6,955,225 7,181,691

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  4,064,603 ※2, ※3  4,278,901

営業利益 2,890,622 2,902,790

営業外収益   

受取利息及び配当金 99,629 100,550

為替差益 15,077 －

受取家賃 26,732 26,406

デリバティブ評価益 － 72,693

有価証券売却益 18,542 14,803

その他 119,201 170,694

営業外収益合計 279,184 385,148

営業外費用   

支払利息 86,937 43,404

デリバティブ評価損 827,718 －

海外新事業費用 296,550 52,818

為替差損 － 142,790

その他 128,360 81,459

営業外費用合計 1,339,566 320,472

経常利益 1,830,239 2,967,465

特別利益   

固定資産売却益 ※4  1,898 －

特別利益合計 1,898 －

特別損失   

固定資産除却損 ※5  15,411 －

投資有価証券評価損 44,098 －

特別損失合計 59,509 －

税金等調整前当期純利益 1,772,628 2,967,465

法人税、住民税及び事業税 1,005,839 1,732,042

法人税等調整額 △17,763 △59,895

法人税等合計 988,076 1,672,146

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,833 1,600

当期純利益 789,385 1,293,718
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,095,096 7,095,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,095,096 7,095,096

資本剰余金   

前期末残高 7,833,869 7,833,869

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,833,869 7,833,869

利益剰余金   

前期末残高 29,366,388 29,041,642

当期変動額   

剰余金の配当 △1,114,062 △1,273,174

当期純利益 789,385 1,293,718

自己株式の処分 △69 －

当期変動額合計 △324,746 20,543

当期末残高 29,041,642 29,062,185

自己株式   

前期末残高 △2,055,864 △2,057,727

当期変動額   

自己株式の取得 △2,083 △861

自己株式の処分 220 220

当期変動額合計 △1,862 △640

当期末残高 △2,057,727 △2,058,368

株主資本合計   

前期末残高 42,239,489 41,912,879

当期変動額   

剰余金の配当 △1,114,062 △1,273,174

当期純利益 789,385 1,293,718

自己株式の取得 △2,083 △861

自己株式の処分 151 220

当期変動額合計 △326,609 19,902

当期末残高 41,912,879 41,932,782
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9,228 70,337

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79,565 564,997

当期変動額合計 79,565 564,997

当期末残高 70,337 635,334

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △224,189 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 224,189 －

当期変動額合計 224,189 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 963,503 △905,512

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,869,015 191,615

当期変動額合計 △1,869,015 191,615

当期末残高 △905,512 △713,897

評価・換算差額等合計   

前期末残高 730,085 △835,175

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,565,260 756,612

当期変動額合計 △1,565,260 756,612

当期末残高 △835,175 △78,563

少数株主持分   

前期末残高 282,342 230,531

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51,811 3,484

当期変動額合計 △51,811 3,484

当期末残高 230,531 234,015

純資産合計   

前期末残高 43,251,917 41,308,234

当期変動額   

剰余金の配当 △1,114,062 △1,273,174

当期純利益 789,385 1,293,718

自己株式の取得 △2,083 △861

自己株式の処分 151 220

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,617,072 760,097

当期変動額合計 △1,943,682 779,999

当期末残高 41,308,234 42,088,234
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,772,628 2,967,465

減価償却費 2,049,797 1,979,106

のれん償却額 19,662 19,662

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,783 △8,453

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,619 △14,198

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,336 1,119

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,102 5,717

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △7,000

受取利息及び受取配当金 △99,629 △100,550

支払利息 86,937 43,404

為替差損益（△は益） 47,481 183,447

有価証券売却損益（△は益） △12,863 △14,803

有価証券評価損益（△は益） 73,271 －

固定資産売却損益（△は益） △1,898 －

固定資産除却損 15,411 －

投資有価証券評価損益（△は益） 44,098 －

売上債権の増減額（△は増加） 7,502 △280,824

たな卸資産の増減額（△は増加） △466,278 310,961

仕入債務の増減額（△は減少） △75,933 518,558

未払消費税等の増減額（△は減少） 358,782 △257,145

その他の資産の増減額（△は増加） 1,003,885 △7,265

その他の負債の増減額（△は減少） 718,289 72,213

小計 5,543,747 5,411,416

利息及び配当金の受取額 99,629 100,550

利息の支払額 △86,937 △43,404

法人税等の支払額 △1,433,598 △712,544

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,122,841 4,756,017

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,000,000 △1,202,816

有価証券の取得による支出 △540,969 －

有価証券の売却による収入 312,934 102,273

有形固定資産の取得による支出 △1,724,554 △1,476,434

有形固定資産の売却による収入 2,048 －

無形固定資産の取得による支出 △5,007 △5,431

投資有価証券の取得による支出 △148,231 △264,922

貸付けによる支出 △2,921 △355,210

貸付金の回収による収入 8,650 31,265

その他 △150 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,098,200 △3,171,275

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △176,488 1,167,463

自己株式の売却による収入 151 145

自己株式の取得による支出 △2,083 △861

配当金の支払額 △1,113,057 △1,274,082

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,291,477 △107,334

現金及び現金同等物に係る換算差額 △143,616 △173,358

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,410,453 1,304,049

現金及び現金同等物の期首残高 11,620,276 8,209,823

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  8,209,823 ※1  9,513,872
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数  ７社 

連結子会社の名称 

㈱ディア．スープ 

㈱エー・シー・シー 

ARIAKE U.S.A.,Inc. 

青島有明食品有限公司 

台湾有明食品股份有限公司 

F.P.Natural Ingredients S.A.S. 

F.P.N.I.BELGIUM N.V. 

(1）連結子会社の数  ７社 

連結子会社の名称 

㈱ディア．スープ 

㈱エー・シー・シー 

ARIAKE U.S.A.,Inc. 

青島有明食品有限公司 

台湾有明食品股份有限公司 

F.P.Natural Ingredients S.A.S. 

F.P.N.I.BELGIUM N.V. 

  (2）主要な非連結子会社名 

アリアケファーム㈱ 

(2）主要な非連結子会社名 

アリアケファーム㈱ 

GLOBEAT USA,INC. 

  連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社アリアケファーム㈱は

小規模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響をおよぼしていな

いためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社アリアケファーム㈱及

びGLOBEAT USA,INC.は小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響をおよぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する

事項 

(1）持分法を適用した会社の数および会社

名 

非連結子会社 

 該当事項はありません。 

(1）持分法を適用した会社の数および会社

名 

非連結子会社 

 該当事項はありません。 

  関連会社 

 該当事項はありません。 

関連会社 

 該当事項はありません。 

  (2）持分法を適用していない非連結子会社 

 アリアケファーム㈱は、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表におよぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。 

(2）持分法を適用していない非連結子会社 

  アリアケファーム㈱及びGLOBEAT USA,IN

C.は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表におよぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 ARIAKE U.S.A.,Inc.、青島有明食品有限

公司、F.P.Natural Ingredients S.A.S.、

F.P.N.I.BELGIUM N.V.及び台湾有明食品股

份有限公司の決算日は、12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を採用しております

が、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

1) 売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

なお、株式信用取引の有価証券につ

いては、売買目的有価証券に準じて

処理しております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

1) 売買目的有価証券 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  2) その他有価証券 2) その他有価証券 

  (a）時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(a）時価のあるもの 

同左 

  (b）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(b）時価のないもの 

同左 

  (ロ）デリバティブ   時価法 (ロ）デリバティブ   同左 

  (ハ）主たるたな卸資産 (ハ）主たるたな卸資産 

  (a）製品    主として個別法によ

る原価法 

(a）製品    同左 

  (b）原材料   主として移動平均法

による原価法 

(b）原材料   同左 

  (c）仕掛品   主として個別法によ

る原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）  

(c）仕掛品   同左 

  

 同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ）有形固定資産（リース資産を除く） (イ）有形固定資産（リース資産を除く）

  (a）内国会社   定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得し、又は事業の用に供した建物

（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

 なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産について

は、３年均等償却によっておりま

す。 

 主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物   ７～50年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

(a）内国会社   同左 

  

  （追加情報） 

 当社の機械装置については、従来、耐

用年数を９年としておりましたが、当連

結会計年度より10年に変更しました。 

 この変更は、「減価償却資産の耐用年

数等に関する省令」の一部改正によるも

のであります。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ82,282

千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であります。 

───────── 

  (b）在外子会社  見積耐用年数に基

づく定額法 

(b）在外子会社  同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法 

 ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

  (ハ）投資不動産 

定率法 

(ハ）投資不動産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  (イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(イ）貸倒引当金 

同左 

  (ロ）賞与引当金 

 在外子会社を除き、従業員の賞与支

給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

  (ハ）役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に備えて、支

給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。 

(ハ）役員賞与引当金 

同左 

  (ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。 

(ニ）退職給付引当金 

同左 

  (ホ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて当

社は役員の退職慰労金等に関する内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

(ホ）役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (4）連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産、負債、収

益及び費用は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めております。 

同左 

  (5）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  (イ）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

 なお、重要性がないものについては、発

生時に全額償却しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（たな卸資産） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ28,788千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

───────── 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。 

 これに伴う、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

─────────  

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はありません。 

─────────  

（重要なヘッジ会計の方法） 

 ヘッジ会計の要件を満たす外貨建金銭債権債務に係る為

替予約取引については、従来、振当処理の要件を満たして

いる為替予約については振当処理を、予定取引に係る為替

予約については繰延ヘッジ処理を採用しておりましたが、

財務管理体制を踏まえて検討した結果、外貨建金銭債権債

務及びデリバティブ取引の状況をより適正に連結財務諸表

に反映させるため、当連結会計年度から「金融商品に関す

る会計基準」による原則的処理に変更しております。 

 これにより、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ827,718千円減少しておりま

す。  

─────────  

─────────  （退職給付引当金） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありません。  
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ1,639,644千円、

485,944千円、1,293,974千円であります。 

───────── 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

   投資有価証券（株式） 1,500千円    投資有価証券（株式） 28,202千円 

※２．投資不動産の減価償却累計額 102,396千円 ※２．投資不動産の減価償却累計額 108,464千円 

 ３．偶発債務 

    債務保証 

次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。  

 ３．偶発債務 

   債務保証 

次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。  

保証先 
金額
(千円) 

内容 

アリアケファーム㈱  244,000 借入債務 

合計  244,000 － 

保証先
金額

(千円) 
内容 

アリアケファーム㈱  510,000 借入債務 

合計  510,000 － 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

 売上原価  28,788千円  売上原価  37,652千円 

※２．販売費及び一般管理費の主要なものは、次のとおり

であります。 

※２．販売費及び一般管理費の主要なものは、次のとおり

であります。 

給料・賞与 731,391千円 

荷造運搬費 1,199,193  

減価償却費 107,042  

賞与引当金繰入額 42,327  

役員賞与引当金繰入額 59,700  

退職給付費用 13,602  

役員退職慰労引当金繰入額 17,336  

給料・賞与 829,536千円 

荷造運搬費 1,262,887  

減価償却費 128,167  

賞与引当金繰入額 46,085  

役員賞与引当金繰入額 52,700  

退職給付費用 13,007  

役員退職慰労引当金繰入額 16,169  

※３．一般管理費に含まれる研究開発費 ※３．一般管理費に含まれる研究開発費 

  288,740千円   299,930千円 

※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ───────── 

機械装置及び運搬費 1,898千円     

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ───────── 

建物 13,614千円 

機械装置及び運搬具 589千円 

その他 1,206千円 
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